別表　１

	事　業　名
	事業内容
	補助内容　※
	補助対象者

	新しい生活様式に対応した家具開発

	新型コロナウイルス感染症の拡大で影響を受けた家具・木製品製造業の振興を図るため，家具・木製品製造業が新しい生活様式に対応した家具開発に取り組む事業に係る，費用を助成する。
	○助成期間　　令和２年４月1日から
　　　　　　　　　　令和３年２月２８日まで　
○補助率　　　　４／５
○補助上限　　１００万円
○補助要件

新しい生活様式に対応した家具開発を実施すること。

※新しい生活様式に対応した家具開発の一例

・スペースに合わせて組み合わせできる家具
・コンパクトな家具
・スペースを有効活用出来る家具
・自宅で使うことができるオフィス家具
・ソーシャルディスタンスをキープ出来る家具
　など
	①市内に主たる事業所を有し，市内において1年以上操業している中小企業者（旭川市中小企業振興基本条例～平成２３年７月１日条例第２９号～第２条第１号に規定する中小企業者。

②市内に事務所を有する中小企業団体（中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年～法律第１８５号～第３条第１項に規定する中小企業団体）であって，その過半数が中小企業者で組織された団体。

③市内在住かつ，１年以上市内で操業している個人事業主
※いずれの場合も市税を滞納していない(市税を納税している)ことを条件とする。


※　補助金の交付額は，補助対象経費の５分の４又は交付上限額のいずれか低い額とする。

別表　２

	事　業　名
	補助対象事業
	補助対象経費（科目）

	新しい生活様式に対応した
家具開発
	新しい生活様式に対応した家具開発
	（１）直接人件費
※直接人件費の算定については別に定める算定方法によるものとする。
（２）事業費

①旅費交通費

②会議費
③謝金
④備品費（借料及び損料）
⑤消耗品費
⑥外注費
⑦その他諸経費

（３）委託費

（４）その他補助事業の実施に当たり市長が特に認める経費


